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2008年2月   



年金に対する不満、不安、疑問が国中に広がっている   
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要 旨  
いまこそ、国民の期待に応える『年金制度の抜本改革』を！t  

「年金制度を抜本的に考える会」提言とりまとめ（要旨）  

現在の年金制度は、′′生活保障′′、′′公平性′′、′′制度の空洞化′‘の観点から大きな問題を絶えている。  

国民の老後生活に対する不安が拡大している中、国民の年金制度への信頼は地に落ちており、納付率の低下のみならず、年金  

制度不イ言そのものが消費マインドを押し下げ、経済低迷の引き金となってしまっているなど、事態は極めて深刻である。  

「年金制度を抜本自別二考える合（以下、本会）」は、昨年10月より、いまこそ取り組むべざ′年金制度の抜本改革′′について、活賂な  

議論を重ねてきた。今般、本会としての提言とりまとめを蚤表する。  

本会は、国民ひヒリひとりの′′自立′′ヒ社会全体の′′共生′′を促すこと、真の′′公平′′を実現する′′簡素′′な制度とすること、厳しい財政へ  

の責任を果たL経済への中立性を確保することを基本理念に、移行措置も含めた新Lい年金制度の構築を目指した。  

具体的な制度としては、以下の3点に集約される。  

1．公平性が高〈、安定的な消費税を財源とL、すべての高齢者が同額（ワ万円／月）受給できる′′最低保障年金‘′  
2．各種制度を統合、現役時における納付額に応じた金額を受給できる′′積立年金′′  

3．夫婦死別後も生活設計を確たるものにする′′遺族年金‘′の充実  

′′最低保障年金′′において、すべての高齢者に7万円／月の給付を行うためには、消費税で9％程度の財源が必要となる。  

しかしながら、これまで各自が負才旦Lていた国民年金保険料を全廃するため、現役世代の家計への影響は平均的な所得の世帯  

で中立的であり、平均より低い世帯にとって負担は従来より軽減されるものと見主仝まれる。さらに、高齢者世代においても、これまで  

の支給水準に消費税引き上げに伴う追加負担分を付加しているので、負担は中立的と見込まれる。  

移行措置とLては、①国民年金保険料の過去負担における公平性を確保するために国民年金積立金を積立年金の原資として  

割り当てる、②現行制度において約束した厚生年金の給付水準を維持するために積立不足の解消を行うなどが必要である。  

なお、行政事務執行組織（社会保険庁）については、国民年金保険料の徴収業務などが不要となる一方、積立年金導入に伴  

う機能追加もあり、大幅な機能および組織の見直Lを行うことが求められる。  

いまこそ、政治がリーダーシップをとって、抜本改革に向けた国民的議論を進めてい〈ことが必要である。  

さらに検討を重ねるべき点も多いが、本会は真に国民のイ言頼に応える′′年金制度の抜本改革′‘の実現に向け、本線言をたたき台と  

して、関イ系各方面への働きかけを含め、積極的に活動を継続していく。   



検討プロセス  

年金制度の′′あるべき姿′′について検討を重ねてきた  

△   

提言とりまとめ  

1111111111 

△  

中間とりまとめ  

州…1t  

●みずほ総研「年金制度の翠題と改革の選択肢」  

● 日本総研「年金改革の論点」  

●財務省「財政および税制の現状と将来（社会保障を中心に）」  

●経済同友会「年金制度改革の提言」室  

●厚生労働省「年金制度の課題と対応」  

●連合「年金制度に対す；る提言」  
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「中間とりまとめ」を材料に各層から意見聴取  

●；国民からの幅広い意見聴取：  

－ インターネットによる意鼻募集  

一 議員による個別ヒアリング等  

●；有識者ヒアリング先からもあらためて   
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● 日本経済新聞  

「年金知度改革研究会報告」  

● 日本商工会議所ミ「公的年金改革に関する提言」；  

●事務局「年金制度と家計消費」  

●慶応義塾大学土居教授「年金をめぐる負担とマクロ経済」  

●J橋大学嵩山教授「年金改革と年金運営体制の改革」  

● 日本経団連   

「新しい年金制度の  

議論に向けて」   
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問題意識  

現行年金制度には、′′生活保障′′、′′公平性′′、′′制度の空洞化′′の観点から問題がある  

現行年金制度における主な課題   

I l …将来の受給水準が変動するので、  

、  
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厚生年金に加入すべき被用者が国  

民年金に加入してしまっている   

● 事業主の負担増加で未加  

入が拡大、3割が厚生年金  

未加入事業者に  

● マクロ経済スライドによる給  

付額減額のため  

星国民年金には実質的に遺族年金が…  
国民年金における自営業  

の割合は3割、被用者と無  
職が7割  

なの  

▼ 

← 国民年金 －｝← 厚生・共済年金 づト  
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厚生年金全体で、基礎年金不足分  

3号保険者分を負担   

● 3．1兆円／年  

（2005年度実績）  

25年未満の保険料納付者には年：  

室国民年金を40年納めても、皇基底 …  

制度のつなぎあわせを繰り返してき  

たため、そもそもの根本思想が曖  

塵長   

● ′′国民皆年金′′を謳っている  

にも関わらず・・t  

一律定醸の保険料負担は最も逆進  
性が高い仕組み   

● 所得のない学生・失業者に  

は重く、未納になりがち   

● 国民年金保険料：  

一律14140円／月（H19）  

● ′′備えたい人だけが備える”≡   

保険方式にも関わらず・・・室  
l  
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国民の生活における不安や悩みに直結した政策が今こそ必要  
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＋悩みや不  ＋老後の生活設計について  

十自分の健康について  

十家族の健康につし＼て  

感じている  
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‾‾〃‾‾今後の収入や資産の見通：  
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しについて  

‘－‾■I←‾現在の収入や資産について  

＋家族の生活（進学、就職、  
結婚など）上の問題につい  

て  

一◆一悩みや不安を  

感じていない  
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制度不信が消費低迷を招き、経済にも悪影響を及ぼしているのが現状  

出所：内閣府「国民生活に関する世論調査」   
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参 考  
小沢民主党案では、財源が全く不十分で、、責任を果たせない  

民主党による′′消費税率そのままで基礎年金財源を全額税にする”方式の問題  

民主党実の問題  

そもそも財源が足りない   

● 対応策として、「支給制限」  
（現役時代の所得水準による／  

未納・未加入にも支給せず）  

を示すも、具体策は不明  

地方の財源となっている消責税収を  

取り上げるのか？   

● 介護などの社会保障に  

すでに使っている現状  

国民に支払うべき  

基礎年金給付額＊  

平成19年度予算ベース、22兆円＝6．6万円（毎月支給額上限）×12か月×2700万人（高齢者人口）、19兆円（じっさいの支給額、加入期間で支給緒はそれぞれ異なるため）  

地方交付税3．2兆円（国の消費税収の29．5％）＋地方消費税（消貴税1％分）2．銅巨円  
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